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平成２２年第５回臨時庁議要旨 

 

                                          日 時：平成２２年１２月２日（木） 

                            午後４時 

会 場：庁議室 

［審議事項］ 

１ （仮称）市民文化ホールの建設について（総務部総務課、教育委員会歴史文化資料展示施設

整備対策室）    

   昭和 42 年に建築された「市民会館」の老朽化に伴い、今年度、「市民会館」の耐震調査を実

施するとともに、「（仮称）市民文化ホール基本構想（基礎調査）」についても併行して策定し、

耐震調査の結果を踏まえ、耐震補強工事を行うのか、新たなホールを建設するのか判断するこ

ととしていた。 

  しかし、早急な判断が求められていることから、耐震診断の中間的な報告を求めることとし、

11 月中旬に業者より提出されている。 

  今回の耐震診断等を踏まえ、市民の文化芸術活動の拡充と交流を推進するための（仮称）市

民文化ホールを建設することとした。 

（1）市民会館耐震調査の実施 

ア 委託期間 平成２２年６月～平成２３年３月 

イ 業務内容 ホール、管理棟、機械室の耐震診断及びホールの耐震補強概算費用の算出 

ウ 中間報告 平成２２年１１月 

       【構造耐震指標 Is 値（耐震性能）】 

ホール棟 楽屋・舞台、ホワイエ  0.7≦Iｓ 

ホール（客席）  0.3≦Iｓ＜0.4 

管理棟、機械室（1）  0.7≦Iｓ 

機械室（2）  Iｓ＜0.3 （小規模建築物≒40 ㎡） 

      ※ 客席の地盤沈下により、床の亀裂等が確認された。 

エ 最終報告 平成２３年３月（最終的な数値及び耐震補強概算工事費について確定） 

（2）主な内容 

      ア（仮称）市民文化ホールの建設について 
       ア） 耐震診断中間報告を踏まえ、「(仮称)市民文化ホール」を建設することについて

方針決定する。 

イ） 平成２３年度は、基本計画の策定及び設計者の選定を行い、平成２７年度までの

完成に向け、順次、基本設計・実施設計を進めていく。 

ウ） 建設場所及び規模・費用については、「（仮称）市民文化ホール基本構想（基礎

調査）」策定後に判断する。 

エ） 財源については、合併特例債を活用するとともに、（仮称）石巻市民文化ホール

建設基金を設置する。 

イ（仮称）石巻市民文化ホール建設基金条例の制定及び積立について 
           本年度において４億円を積み立て、以後、財政状況・社会情勢等を勘案しながら可能

な限り、基金を積み立て、建設年度における一般財源の負担軽減を図る。 
       また、一般市民等からの寄附の受け皿とする。 
 （3）今後の予定 

       ア 平成２２年１２月 （仮称）石巻市民文化ホール建設基金条例の議会提案 

    イ 平成２３年 ２月 （仮称）市民文化ホール基本構想策定の完了 

      ウ 平成２３年 ３月  市民会館耐震調査の完了 

      エ 平成２３年 ３月  市民会館耐震補強工事等の判断 
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［報告事項］ 

１ 財政収支見通しと今後の対応について（総務部財政課） 

  財政の健全な運営と事務の計画的・効率的な遂行を図るため、行財政改革推進プランの効果

額、実施計画における事業費及びその財源を加味しながら、今後５ヶ年間の財政収支見通しを

策定するとともに、今後の財源不足等への対応を示し、広く市民に周知するもの。 

（1）収支見通し 

    市税が減少する中、歳出総額の削減が見込めないことから、23 年度は収支均衡が見込め

るものの、24 年度以降は、収支不足額が毎年度発生する。 

    23 年度以降 5ヶ年の収支不足見込額の総額は、99.8 億円であり、大規模な収支不足が継

続する見通しとなっている。 

（2）今後の対応 

     23 年度以降の収支不足には、財政調整基金や減債基金を全額取崩ししても対応できず、

持続可能な予算編成を続けることは不可能な状況である。 

     よって、現在策定中の「行財政改革推進プラン」に基づく各種対策を早い段階で実施し、

23 年度以降の収支不足の抜本的解消と 28 年度以降の普通交付税減額に対応した歳入に見

合う適正規模の財政運営を早期に実現する必要がある。 

 （3）今後の予定 

        市ホームページに掲載し、広く市民に周知する。（１２月上旬） 

 

２ 新地方公会計制度に基づく財務諸表の公表について（総務部財政課） 

平成１８年に国が示した「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」によ

り、各地方公共団体は、国の作成基準に準拠し、発生主義の活用及び複式簿記の考え方の導入

を図り、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」及び「資金収支計算書」の

連結財務書類４表を整備し、必要な情報の開示に取り組むこととされた。 
  このことから、現行の「現金主義・単式簿記」という公会計制度では把握できない、資産・

負債に係るストック情報や行政サービスを提供するために発生したコスト情報を把握するため、

「発生主義・複式簿記」による企業会計的な手法を取り入れ「貸借対照表」等の連結財務書類

４表を作成し、毎年公表する。 
 
３ 「旧庁舎の利活用」及び「まちなか広場整備事業」について（企画部総合政策課） 

平成２０年４月開催の第８回庁議において、新庁舎の移転に伴う旧庁舎跡地の活用方針につ

いては、（仮称）地域交流センターの建設という方向付けとしているが、将来的な利活用のほか、

（仮称）地域交流センター建設までの間の暫定活用について、平成２１年１１月開催の第２１

回庁議において審議を行い、議会棟は社会福祉協議会、第４分庁舎はＮＰＯ支援オフィスの入

居としている。 
  また、中心市街地活性化計画において、社会福祉協議会ビルの解体と当該敷地への「まちな

か広場」の整備が位置づけられている。 
  しかし、議会棟については、耐震診断の結果、耐震補強が必要であり、他の代替措置や（仮

称）地域交流センターの整備の有無、時期を含め、これらの諸課題の整理が必要なことから、

社会福祉協議会ビル解体（社会福祉協議会の移転）を１年延期する。 
ただし、解体を１年延期するが「まちなか広場整備」は延期せず、解体と同年度の平成２４

年度に整備を行う。 
また、第４分庁舎へのＮＰＯオフィスの入居についても、同様に課題の整理と関係機関との

協議を引き続き継続する。 
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４ 石巻市総合計画実施計画（平成２３年度～平成２５年度）について（企画部総合政策課） 

「石巻市総合計画基本構想」及び「石巻市総合計画基本計画」に示される「目標」や「施

策の方針」を計画的・効果的に実施していくために必要とされる具体的な事業の概要を明

らかにすることや、毎年度における予算編成及び事業実施の具体的指針とするため、総合

計画実施計画を策定する。 
 （1）計画期間とローリング方式 

ア 計画期間：平成２３年度から平成２５年度までの３か年度 

イ ローリング方式  

社会情勢の変化や財政状況を勘案し、毎年度、見直しを実施の上、個々の事業調整を

行う。 

（2）掲載対象 

ア 掲載対象事業 

基本計画に掲げている施策に基づく各種事業のうち、市が実施する主な事業を施

策単位ごとに掲載する。なお、国、県及び民間が事業主体となって行う事業であっ

ても、市が事業費を負担・助成する事業は掲載する。 

イ 掲載対象外事業 

行政内部事務、施設の運営・維持管理事業等は除く。 

（3）重点施策 

   ア 産業振興・雇用対策の推進    イ 少子化対策の推進 

ウ 安心・安全なまちづくりの推進  エ リーディングプロジェクト事業 

（4）実施計画計上事業費 

政策的事業費（建設事業費、リーディングプロジェクト事業の３か年度分の事業費）

として、次のとおり計上した。 

     単位：百万円      

 区      分 事業費 

第１章 ともに創る協働のまち ７９４

第２章 個性と創造性豊かな未来の担い手をはぐくむまち １，４７４

第３章 地域資源を活かして元気産業を創造するまち ４，６２４

第４章 安心して健やかに暮らせるまち ５，２９８

第５章 心ゆたかな誇れるまち ９，６５６

第６章 地域の個性が輝き融和するまち ２，６９８

合       計 ２４，５６３

上記事業費には、各種特別会計事業の建設事業等を含む。 

 

５ 財産の取得について（教育委員会歴史文化資料展示施設整備対策室） 

齋藤氏庭園は平成１５年の宮城県北部地震により大きな被害を受けたが、その庭園が近代庭

園の特徴を残す貴重なものであるとして平成１７年７月１４日に国の指定を受けた。 
  その後、公有化を前提として庭園の適切な保存と管理を行うことを目的に、平成２１年４月

１日から本市が文化財保護法に規定する管理団体となり維持管理を行うとともに、所有者と公

有化に関する交渉を重ねてきた結果、平成２２年１１月１９日に所有者と売買仮契約を締結し

た。 
（1）主な内容 

         土地及び建造物については不動産鑑定士３者の平均価格、植木、石造物等については、

市内の造園業者３者の評価見積もりの平均価格により買上げすることとし、所有者の同意

を得た。 
       ア 土地買上げ ８筆（２７，２７６．８３㎡）       ７１，７４５，５４３円 

       （駐車場用地 274.52 ㎡含む） 
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      イ 指定地内の建造物買上げ       １８棟      ３２，１３５，２５０円 

ウ  庭園を構成する植木、石造物等 

       （灯篭１８基、手水鉢４基、高木、低木７００本ほか）    ２９，４４８，１６３円 

                          合計       １３３，３２８，９５６円 

 （2）今後の予定 
ア 平成２２年１２月     市議会第４回定例会へ財産の取得を提案 
イ 平成２２年１２月下旬 

           ～平成２３年１月   議決（本契約）後、登記手続き 
ウ 平成２３年 １月３１日  引き渡し 

 

 
以上 


